
物価高騰に伴う穀類乾燥調製施設支援事業実施要領  

 

物価高騰に伴う穀類乾燥調製施設支援事業については、福島県補助金等の交付等に関

する規則（昭和 45 年福島県規則第 107 号。以下「規則」という。）、物価高騰に伴う穀

類乾燥調製施設支援事業補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）に定めるもののほ

か、この要領に定めるところにより適正な実施を図る。 

 

第１ 目的 

      新型コロナウィルス感染症等の影響による米価下落の中、不安定な世界経済の

影響から電力・燃油の価格高騰が続いており、本県の主要な作物である水稲や畑

作物の生産に大きな影響を及ぼしている。 

   このため、地域農業の担い手をはじめとする多くの農業者が利用し、地域農業

の核となる穀類乾燥調製施設等に対し、電力・燃油価格高騰による係り増し経費

の一部を助成することにより、地域農業の維持・発展に資する。 

 

第２ 事業内容 

   事業区分、補助対象、事業実施主体及び補助額は別表１のとおりとする。 

 

第３ 補助 

      県は、予算の範囲内において、交付要綱の定めるところにより補助する。 

 

第４ 事業実施の手続き 

 １ 事業実施主体は、事業実施計画承認申請書（様式第１号）に事業実施計画書（様

式第２号）を添えて、福島県農林水産部長（以下「部長」という。）に提出する。 

 ２ 部長は、事業実施計画承認申請書の審査を行い、事業実施主体に対し、結果を通

知する。  

 ３ 事業実施主体は、補助金の交付決定後、交付要綱第６条に定める変更を行う場

合、第１項及び第２項の手続きに準じて行う。 

 

第５ 事業の実施期間 

   本事業の実施期間は令和５年度とする。 

 

第６ 事業の推進指導 

   本事業を円滑かつ適正に実施するため、事業実施主体と農林事務所及び地域農

業再生協議会をはじめとする関係機関・団体は密接な連携を図り、推進及び指導

を行う。 

 

 

第７ 成果確認検査 

   県は、事業の検査確認を農林水産部所管の補助事業等に係る検査事務取扱要領



に準じて行う。 

 

第８ 補助金の返還 

   県は、助成対象者が申請した内容と異なる場合や別表１の要件を満たさないと

認められた場合は、事業実施主体に対し、補助金の返還を命ずる。 

   ただし、自然災害等助成対象者の責めに帰さない事情による場合は、この限り

ではない。 

 

第９ その他 

 １ 交付要綱第１号様式の「２ 事業内容（実績）」の別に定める様式については、

様式第２号とする。 

 ２ この要領に定めるもののほか、本事業の実施に必要な事項は、部長が別に定め

る。 

 

    附 則 

   この要領は、令和５年７月５日から施行し、令和５年度に限り適用する。 

 



別表１（要領第２関係） 

事業区分 補助対象 事業実施主体 補助額 

１ 電力・燃油の掛かり増し経
費助成 

(1) 助成対象者 
カントリーエレベーター・ライスセンターの運営
者、大規模な乾燥調製を行っている組織・経営体
※1（令和５年産の処理において電気料金・燃油価
格高騰を加味した作業料金の値上げを行ってい
ないこと） 

(2) 対象作物 
水稲、畑作物（小麦、大麦、大豆、そば） 

(3)対象とする取組 
  令和５年産の対象作物の乾燥調製作業 
(4)対象とする規模 
  対象作物の処理面積が合計 20ha（中山間地域※2

は 16ha）以上（水田においては水張面積を用いる） 
 

福島県水田農業産地づく
り対策等推進会議 
 

(1)カントリーエレベーター 
ア 乾燥調製作業を行った玄米１俵
(60kg)当たり 75円以内 

イ 乾燥調製作業を行った畑作物１
俵当たり 115円以内※3 

(2)ライスセンター、大規模経営体 
ア 乾燥調製作業を行った玄米１俵
(60kg)当たり 18円以内 

 （ただし、大規模経営体は水稲の自 
家消費分として８俵分の補助額
を差し引いて助成する） 

イ 乾燥調製作業を行った畑作物１
俵当たり 66円以内※3 

２ 事業実施に必要な事務費 

 

（補助対象事務） 
事業推進に関する経費（集約、確認、助成等の経費） 
（事務費の内容） 
役務費（切手代、送金手数料等）、消耗品費 

福島県水田農業産地づく
り対策等推進会議 
 

１の補助対象の(1)助成対象者 1件
当たり定額 950円以内 

  

※1 JAや任意組織等の農業者で組織する団体のほか、農地所有適格法人や個別経営体を含めた大規模経営体の乾燥調製の取組を含む 
※2 中山間地域とは、次のいずれかに該当するものとする。 
１ 山村振興法（昭和 40年法律第 64号）第７条第１項に規定する山村 
２ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律（平成５年法律第 72号）第２条第１項に規定する特定農山村地域 
３ 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法(令和３年法律第 19号)第２条に規定する過疎地域（同法第３条、第 41条、第 42条及び附則第４
条から第８条の規定により過疎地域とみなされる区域を含む。） 

※3 １俵当たり量目：大豆は 60kg、小麦は 60kg、大麦は 50kg、そばは 45kg 


